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表 1 {4 P)の具体例
プロダクト ブロ レ イ ス プロモーション フ。 フ イ ス
(製 (流 通) (価 格)
口仁口I 質 流通経路 広 正仁ヒ1 定 価
機能特性 販売領域 人的販売 割 ヨ| き
オプション 立地条件 販売促進 利 益 幅
ス タ イ ノレ 在 庫 パブリシティ 支払期間












Qt= Ft (Pt , At , Dt , Et) (1) 







Qt=Ft(Xt, Ct, Et, Qt-~+Zt 
こ乙 l乙 Xt はマーケティング・ミックス変数のベクトル， Ct は競争者のマーケティングミックス変数のベク


































































(2) チェンパリン [2 J 日本訳161頁
(3) 同書159頁











争理論には，マーケティングで言う {4 P} のほぼすべてが包含されていることがわかる。わ












かというと販売費に近い。いま企業の直面する需要関数をQ=F(P ， E ， A) ，平均費用関数を C
=C(Q ， E) と書くことにすると，企業の利潤R はつぎの式で表わされる。
R= PF (P , E , A) -QC (Q ,E)-A 
=PF (P , E , A)-F (P , E , A)C W(P ,E ,A) , E}-A (2) 
利潤を極大化する価格，品質，広告支出の組み合せは，つぎの連立方程式を解けば得られる。
δR ~ åF θF ~ 蕕 薈 =P 十 F-C :_:-F一一一一=0蕷 ~ 蕷 I ~ ~ 蕷 ~ 薈 蕷 
åRδF ~ 薈 ~ åC θF ~ 蕕 =P ::':~-C一一一 F一一一一 F一一=0薤 ~ åE θE ~ 薈 åE δE 
(3) 
(4) 
(5) リリエン=コトラー [10J によると，ランパン他[8 J はドーフマン=スタイナーの定理を寡占および拡大可能
な産業需要の場合l乙一般化したとされるが，筆者は未見である。






? _ ? ~ ? _ ? ? 一一=p一一一 C一一一 F一一一一一 1=0? .L ? '" ? .L ? ? (5) 
(3), (4), (5)式をPについて解くとつぎの式が成り立つ。
? 
-F , ro , ~ ? ro , ~ ? , ~ ? ro , ~ ? , 1 一一+C+F一一=C+F一一+F一一=C+F一一十一一 (6) ? I '"' I .L ? '" I .L ? I .L ? '" I .L ? I ? 
? ? ? 
乙れからつぎの式が得られる。
? 
-FδE 1 -一一=F一一=一一 (7) ? .L ðF δF 
? ? ? 












p C p 
(10) 
司7 TJ Cμ 
??? ?? ? ?
したがって最適化の条件はつぎの通りである。
ηp，ηc 一日
C r (12) 
なお利潤極大化の 2 階の条件は満たされるものと仮定する。
乙のモデルを使って，産業組織論では広告・売上高比率の安定性を説明しようという試みが
なされた。広告支出は広告量をa ，広告単位価格をT とすると， A=aTであり，また総生産費
はCQであるから， (3)式と (5)式はつぎのように書き換えられる。
? 一一 {P-(CQ)'}+Q= 0 (3)' ? 
? 一一{P-(CQ)'} -T= 0 (5)' ? 
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ζ 乙 l乙〆はQについての偏微分を意味している。いま需要の広告弾力性β をつぎのように定
βa ? =---ｭQ ? 
義する。
(13) 
品質が不変の場合，利潤を極大化する価格と広告支出の組み合せは(3)' 式と (5)' 式の連立式を
解く乙とにより得られる。
マ --E2皇 P
- Q ? - P-(Cω/ (14) 
P-(CQ) ノ
? _aT 














p*一 (CQ) , 
P* 
s*=a静Tβ一一一P*Q* 戸 (1引













































同様グッドウィルも時間とともに消耗すると考え，その減耗率を 1-ò で表わし， t 期の広告
支出をかとすると，
(9) 南部(12J は自社の広告支出んのほかに競合他社の広告支出の合計んを考慮し， Q=F(P , Al , Az) として
掌T ，~...， P ・ MC事-m式の代わりに一:.r:. = (β+γε) を提不している。 Y は他企業による広告支出の自社の需要にP. Q  "-,, -I P. 






a t = A t -?At1 (18) 
となる。需要関数を Q t =F(P t ,A t)，総費用関数を C t =C(Q t )，割引率を α とすると企業
の全期聞にわたる利潤総額の現在価値はつぎのように表わされる。
G=三守 t-1 {P tF(Pt , At) ーC[F(Pt , A t )J 一(A t-ﾔAt-1)} (1到
乙乙でAtは非負であり， A t:;;:::ÔAt-1 を満たすものとする。利潤の現在価値極大の1 階の条件は
δG __. t 合Ct ¥ ? 石7=α1 (F t十-----=~)否了J=O (20) 
? _ _.t-1 ((". ? t ¥ ? 一一一一 =α -1 ((P t一一一」一)一一一一一 1+αÔ J= 0 ?t - ，\~. ? I ? t 位1)
t= 1 , 2 ，……である。ドーフマン=スタイナーのモデルと同じ手続きを踏んで，(16)式に似た
最適解が得られる。
β ( 1-αδ) A*t 包2)ηP*tQ* t 








要旨を紹介するにとどめたい。いま n 企業から成る寡占モデルを考え， t 期のPt ， at ， Ad乙つ
いてそれぞれ n 個の成分から成るベクトルとして表す。例えば価格ベクトルは
P t = (PIt ，…...・ H ・"， Pnt) 
として表わされる。 ait と Ait の関係はさきのモデルよりも一般化され， a. it = {/i (A it,A i>t -1) 
という形が想定されている。きて寡占モデソレで、は企業聞に広告効果の食い合いがあるため独占
者モデルのように需要関数のなかに直接グッドウィル変数を入れるわけにはいかない。そ
乙でフリードマンは広告効果変数 hit =E i(A t) を導入する。もしすべての企業 i について
ﾒEi ._ F"¥ /. 1 ¥.J._?- 11!' r-!""- ~1_ 1...1-+t'.::;mfr}-，-r:...J，. "'" ~_，.'__...-r-.. .)__I...__ ?i V.c. l ー >0(j=1 ・ H ・ H ・"， n) ならば広告は協調的であり，すへてのi について一一一一<0BAjt /V \J-- ..L, ,J.J. j.òor_.J,o../..;....;:>t,.l- J'ø-.v..w WI-iJJ....I_J '--V....l j , 7 .\,.. V./ .I.(___" ¥". BAjt 
( j キ i )のとき広告は略奪的である。そして完全に協調的な広告とはすべての i と j に関し
? i ? i _. ~ __,_ L_.. = ". I ?i ?i 一一一=一一÷ーのとき，または同じく一一一一=一一一ーのときである。前者はいずれの企業?it - ?it v./L C", "，，/~'o. l"UV"\ ?it ?it 
が広告しても hi への影響は同一であるということであり，後者は企業 i のグッドウィル増加
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の影響は企業 i lL対しても企業 j に対しても同一であるということである。完全に略奪的な広
告とは i すべてのAt の値について.l'Ë i (A t) が同じ場合であり，乙のことはノfイの大きさが
企業のグッドウィル水準に対して不変である乙とを意味する。
さて需要関数をP i t = F i (Qt, h i t) という型に変換すると， t 期の利潤 Ritはつぎの式で表わ
される。
Rit =Qit Fi(Qt, hit )-Ci(Qit)-ait 
=Qit Fil(Qt , Ei (At )J-O i(Ait , Ai ， t-1) 一C(Q it) 
=Ri(Qt , At , Ai , t-1) (23) 
いま企業 i の戦略をσE で表すと，乙れは (Qi1 ， Ai1 , Qi2 , Ai2 ，……)と考えてよい。戦
略の組み合せすなわち戦略ベクトルはσ=(σ1 ，…， σn) であり，戦略の関数である企業 i の
利潤総額の割引価値はAio =0 として














































のプロモーションの相対的効果が 1 対 0.8 の場合で，プロモーション支出は名目的には同額で
あっても実質的に格差があるため，②の売上高は①の 8 割となる。表 2 h~ 2 j は後ほど説明
する。
表 2 ミルズ・モデルによる複占企業競争の数値例 (13)
ミドヰ 2 a 2 b 2 c 2 d 2 e ① ② ① ② ① ② ① ② ① ② 
販 7亡ま己< 高 1, 000 1, 000 1;130 870 824 1, 176 1, 000 1, 000 1, 091 909 
プロモーション支出 250 250 325 250 175 250 250 250 298 248 
生 産 費 500 500 565 435 412 588 400 500 436 454 
手リ 潤 250 250 240 185 237 338 350 250 357 207 
(12) 乙の仮定を置かないモデルの作成自体は容易である。モデルをいたずらに複雑化しないための仮定である。





づドヰ 2 f 2 g 2 h 2 i 2 j ① ② ① ② ① ② ① ② ① ② 
販 で士~ 主I司主 1, 000 1, 000 1, 110 890 1, 200 800 1, 167 833 1, 267 733 7己
フ。ロモーション支出 298 298 247 247 360 240 292 208 360 208 
同相対的効果係数 1 0.8 1 l 1 1 1 1 
生 産 費 400 500 555 445 480 400 467 417 507 367 
利 潤 302 202 308 198 360 160 408 208 400 158 
それでは企業数が n の場合のプロモーション競争のモデルを紹介しよう。 マーケティング・
ミックスにおける他の要素はすべて同じであり， 各企業の市場占拠率はプロモーション・シェ
アに等しいと仮定する。企業 i の利潤Ri は
Ri=PQi-ViQi-Di-Ai 
=MiQi-Ai 一 Di (2日
である。 乙乙 l乙Ai はプロモーション支出， Vi は生産の変動費用， Diは固定費用である (Mi 
=P-Vi をミルズはユニット・ロジスティック・マージンと呼んでいる)。企業 i のプロモーシ
ョンの相対的効果をαi ，市場規模を Y ，単位有効プロモーション支出当たりの市場成長率以11
P-Vi ユニット・ロジスチック・マージン率伽=一一ーとすると，市場占拠率は千主」であ
P ZαjA 




ZαjAj -A i 一 Di 包日
なおZ は以後とくに断らないがぎり zp表わすものとする。利潤極大の 1 階の条件は
( 1-βmiαi )= 0 
ζ の連立方程式を変形するとつぎの式が得られる
αl AB=h121αjAj 








































(15) 広告・売上高曲線は直線的ではなく，一般に S 字型とみられている。{八田 [5 J25-27頁参照)。ミルズは市






























用者のなかで使用銘柄の変更を考慮している人の割合をρ としよう。 t- 1 期の市場規模をY t-l 
とすると， t 期のプロモーション競争の対象となるのはpYト 1 と今期の市場増加分であるβ(~
A jt) である。なお~ A jt は t 期における実質グッドウィルの合計で、ある。したがって ( 1-ρ) 
Yト 1の市場におけるブランド・シェアは不変と想定している。プロモーションの投資効果を広
く認めるのなら，製品もまたコミュニケーション効果をもっという立場に立たねばならないが，




業の t 期の実質グッドウィルは t 期のプロモーション支出をait とすると，つぎの式で表わされ
る。




くらいに設定するかにも関連しているが，乙こでは乙れ以上立入らない。さて i ブランドの t
期の販売量は
Qit 
(ρy t-1 +βヱAit)Ait 十 Si' t-1 (1-ρ) Y t-1 ~Ait (32) 
となる。乙乙 l乙 S i , t-1 は t - 1 期の高ロイヤルティ市場における i ブランドの市場占拠率であ
る。またこのモデ、ルでは今期の市場規模の拡大は今期の実質グッドウィル(プロモーションの
実質割引累積支出額)に比例すると想定した。 i ブランドの利潤総額の現在価格Gi は，割引率
をα とするとつぎの式で表わされる。
日》 J(九 VitQ it-Dit-ait) 
=27{MltQ it 一 D it 一 (Ait -ﾔ Ai , t-1)} 
∞ tー 1( J (ρY t-1 +β ヱ Ait)A it
=Ff [mIti 







一 D it 一 (A it一δA i, t -1) ] (3) 
Vit ,Dit ,Mit , IDitについては(2日間式と同じ意味の変数である。



















プーまたはトイレタリーの年間販売額によって k 種類の階層に分割し， J の階層の小売店数を
nj とする。つぎに j の階層の小売店で i ブランドを扱っている小売店の数をmj とすると， 1 ブ
ランドの加重された小売店カバー率をe i を
ei= b1m1~?2m2……+ b kmk -
1- b 1 n1+b 2 n2……+ bkn k 
で表す。 n-21I1iで、ある。小売店のランクわけは，小売店がパパママストアから量販店まで大
きな格差があるため導入するもので， bj は相対的な指数であればよい。
いま i ブランドの広告をみてそれを買うためある小売店を訪れた人が i ブランドの商品を購
入する可能性はei である。その店で i ブランドがなければその人の他の j ブランドを買うかも
しれないし，別の小売店を探すかも知れない。反対に j ブランドを買いに行った人が店になく
て結果的に i ブランドを購入する可能性もある。 1 回目には不本意ながら j ブランドを買った





一(pY t-1 +β kA jt)eitAi t十 S~ t -1(1 -ρ) Y t-1 ま tは Jt (3心
∞~= / f (ρY t-1 十βkAjt)eitAit I c't ( 1 . ¥ '7 l GI=zt-l [mit{+SI， t1(1-ρ)Y t -1~ -; 1- ~..... I k e jtA j t I ~'， , . ¥ . ,- I •• -J 










通力との関係に触れている論者はみかけない。八回( 5) を参照の ζ と。
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の原型に沿ってこの点をみてみたLq 企業①主企業②の利潤は， Qi=F i(A 1, Az) とすると
邸)式によりつぎのように表わされる。
R1=MIFl(Al , Az)-AI-Dl 
Rz =MzFz(Al , Az)-Az-Dz 
各企業の最適行動はつぎの式を満たす。
dR 1 "oF 唱 月下、 1 dA z 一-i-=M1 一一ーとー +M ，一ーニ一一一二一一 1=0dA1 ..q OAl , ..q oAz dA1 





dA z I _,_ -'_. '- dA 1 ここに--L(または一一一一)は推測的変動と呼ばれるもので，企業①(または企業②)dA 1 ¥ ~ . ~ . ~ dA z 
が想定する自社の政策変数の値の変化 l乙対する企業②(または企業①)の政策変数の変化率を
示しており，ここでは企業①のプロモーション支出の変更に対する企業②のプロモーション支


















以上の 4 つのケースを先にあげた表 2 の数値例モデルに沿って説明する。。印式でβ= 0 , 
D l=Dz= 0 とすると企業①と企業②の利潤と行動は以下の式で示される。
Ri 
Ymiα iA i -Ai (i= 1 , 2) (41) α1A 1+αzA z 
dR 1 Ym1α1 Ym1α1A 1 (α1+α2 dAz 乙 )-1 =0 
dA 1 α1A 1+αzA z (α 1A1+αzA z) z dA 1 
dRz Ymzα2 YmzαzAz (αz+α1ddAAz 1i)-1=O 




ζ のケースは企業①，企業②ともそれぞれの政策変数である A 1 , A zの決定を行なうに当っ
dAz dA 1 て，相手企業のプロモーション支出は変化しないと仮定している。すなわち U .L1. 2 _一一」ー
dA 1 dA z 
-~(_. l_"^¥__p...... dA 2 =0 である。したがって例えば企業①の行動は(42)式の一一ーを O と置いて解くと
dA1 
A 1=士(〆 Ym1α1αzAz- Ct: zA z) = 01 (A z) (4) 
となり，任意の与えられた A zの値に対して企業①が利潤を最大にする A 1の値を指定してい
る。クールノーに従って乙の式を企業①の反応関数と名付けよう。同様に企業②の反応関数は
次式で与えられる。
Az=τ1-(JYmzhhA1 一α 1A 1) = Oz (A 1) 
L< Z 
制)式と制式を連立方程式として解くと均衝解
A Ymtmzα1αz 1一 (α1 m 1+αzmz) z Az= 
が得られる。乙のときの利潤は次式で与えられる。
R ，=αtmy 1- (α1 m 1+αzm z) z , Rz= 
Ym1m~α1α2 
(α1 m 1+αzmz) z 
Yα~m~ 




表 2 について言えばY を2000 として α1=αz=l ， m1=mz=0.5 が表 2 a , Ct: 1 = αz= 1 , 











くケース (n) および(m) :シュッタッケルベルグ型複占〉
まずケース(立)について考察しよう。企業②が追随者ということは，それが先導者として仮
dA 1 定している企業①のプロモーション支出を所与と考えて，すなわち一一 =0 として自分の反dA2 
応関数 (J2(A 1) I乙従って利潤R 2を最大化しようとすることを意味する。いっぽう企業①が先
導者として行動することは，企業②が追随者としてその反応関数 ()2(A 1) に従って行動するも
のと仮定して，自分の利潤 R 1 (A 1 ， ()2(A 1 )) を A 1 に関して最大にしようとする。乙のこと
dA2 は企業①にとっての推測的変動が一一-L=dA 1 
て附式から・
d(() 2 (A 1) である乙とを意味する。したがっ
dA 1 
dA2 1 ( Ym2α1αz 
dA 1α2 ¥ 2 ~Ym2α1α2A 1 (48) 
を求めて問式l乙代入してこれを解くと
A , = Ymîα1 -
< 4 m2α2 位9
が得られる。従って A 2 , R 1> R 2はつぎのようになる。
A?= Ym 1α1 Ym~α? 一一~ 2α24m2α2 






4 m2α2 (52) 
これらの均衝解は企業①と②がそれぞれ先導者と追随者の立場を変えない限り安定的である。
つぎに数値例をあげよう。いまα1=α2= 1 , m 1 = m 2=0.5 とするとクールノー型均衝解と
全く同じになるがこれは偶然に過ぎないことは式が異なることから明らかである。そこで α1
















なるのだろうか。ケース(ll)の A 1 とケース(凹)のA zおよび(37) と側式から，利潤 R 1 , R zが得られる。
R1 
Ymiα3 1 Ymîα1 
E131αi -l十 H132α32 4 mzα2 (53) 
Rz 
Ym~α3 2 Ym~α2 




















p = 200-q 1 - q 2 
C1=100ql 
C2=120q2 
ÍÈ二- 業 ② 
先導者 追随者
{t 先導者 ( 600 , -30) (1800 , 100) 
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